
第１ 監査の要求

知事から、地方自治法第１９９条第６項の規定に基づき、平成１６年１０月７日付けで、愛媛県警

察（以下「県警察」という。）における予算執行事務について監査の要求があった。

第２ 監査要求の内容

１ 対象事務
愛媛県警察本部（以下「警察本部」という。）及び全警察署の捜査報償費の執行

（注：捜査報償費とは、県予算から支出されるものをいい、国庫が支弁する捜査費と

は区分している。）

２ 対象年度
平成１３年度

第３ 監査の実施方針及び計画

１ 監査の実施方針
平成１３年度における捜査報償費の執行に係る違法性、不当性の有無を検証する。

２ 監査の実施計画
� 監査の実施計画期間

平成１６年１０月から平成１７年３月まで

（愛媛県報 平成１７年３月８日第１６３９号外１別冊）

平成１７年２月２８日

愛媛県監査委員 吉 久 宏

愛媛県監査委員 柳 澤 正 三

愛媛県監査委員 西 原 進 平

愛媛県監査委員 壺 内 紘 光

愛媛県知事からの要求による監査結果報告
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� 監査の方法

監査は、平成１３年度に執行された捜査報償費の全件数について支出証拠書類を調査し

た後、捜査報償費を執行した捜査員及び当時の署長、副署長等からの聴き取り調査を実

施し、さらに情報提供者及び捜査協力者（以下「協力者等」という。）並びに領収書発

行店舗の調査を行う方法により実施する。

� 監査の着眼点

平成１６年９月１７日、警察本部が公表した捜査費問題の調査結果報告書（以下「内部調

査結果報告書」という。）において偽領収書の作成が明らかとなったことから、次の内

容に着眼し調査する。

ア 大洲警察署における偽領収書作成に係る事実確認

イ 警察本部及び全警察署における内部調査結果報告書事案以外の偽領収書の有無

ウ 警察本部及び全警察署における捜査報償費の執行に係るその他の違法性、不当性の

有無

第４ 監査の実施

１ 監査対象機関
捜査報償費を執行した警察本部関係８課（隊、室）及び全警察署１９署、並びに予算・決

算事務を担当した警察本部総務室会計課を監査対象機関とした。

（監査対象機関名）

警察本部

総 務 室 会計課

生活安全部 生活安全企画課、少年課、生活保安課

刑 事 部 捜査第一課、捜査第二課、機動捜査隊

交 通 部 交通指導課

警 備 部 国際対策室

警 察 署

三島警察署、新居浜警察署、西条警察署、東予警察署、今治警察署、伯方警察署、松

山東警察署、松山西警察署、松山南警察署、久万警察署、伊予警察署、大洲警察署、

内子警察署、八幡浜警察署、宇和警察署、野村警察署、宇和島警察署、鬼北警察署、

御荘警察署

２ 監査委員の県警察に対する監査協力要請及び県警察の対応
� 協力者等の情報開示

捜査報償費の執行に係る違法性、不当性の有無を検証するためには、執行の対象であ

る協力者等に対する関係人調査を実施し、最終的な執行の事実を確認する必要があるた

め、監査の実施に当たり、平成１６年１０月１２日付けで警察本部長に対して、監査の対応と

して、全ての証拠書類に記されている事件名、協力者等の住所及び氏名並びに協力者等
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との接触場所（以下「接触場所」という。）等、全ての情報を開示すること、また監査

委員又は事務局職員が必要と判断した証拠書類のコピーを求める場合は、これに応じる

ことを文書で申し入れた。

また、同年１１月２日に実施した警察本部の監査において、申し入れどおりの対応がさ

れていなかったため、再度、口頭で警察本部長に対して強く要請したが、納得できる回

答が得られなかったことから、同日付けで公安委員会委員長に対し、文書により強く申

し入れを行うとともに、さらに監査途上においても、一貫して情報の開示を県警察に要

請した。

一方、県警察からは、協力者等の住所や氏名等のコピーやメモをせず、合わせて協力

者等に対し直接調査しないのであれば、支障のない範囲で情報開示する旨の申し出があっ

たが、捜査報償費の最終的な執行の事実を確認するためには、直接協力者等の調査をす

る必要があるため、この申し出を認めることはできず、その後、これらの情報開示につ

いては、協力者等の保護や今後の捜査活動に多大な支障が生じる等の理由により協力が

得られず、協力者等の住所及び氏名並びに接触場所等については、不本意ながら、非開

示のままで監査せざるを得なかった。

� 捜査員に対する聴き取り調査時の立会い

平成１６年１０月１３日に、県警察から、捜査員の聴き取りについては協力するが、上席者

の立会いを希望する旨口頭で申し出があった。

捜査員の聴き取り調査時の立会いについては、同年１２月１７日付けで公安委員会委員長

に対し、各所属の会計課職員に限る旨通知し、また、平成１７年１月１１日の新居浜警察署

における捜査員に対する聴き取り調査に際し、事前に、警察本部に対して、各所属の会

計課職員以外は同席しないよう再度要請していたが、聴き取り調査の当日において、県

警察から警察本部会計課職員も同席する必要があり、求めに応じられない旨の説明がな

され、捜査員からの聴き取りを円滑に実施するためには、やむを得ないものと判断した。

３ 支出証拠書類調査
平成１６年１０月１４日から同年１２月２４日までの間に、事務局職員（延べ１２９人）により、平成

１３年度の捜査報償費の全件数（１５，５５１件）を対象として調査した。

調査は、執行の手続きは適正に行われていたか、使途目的に適合しているか、支払額が

支出証拠書類と合致しているかなどを主眼とした。

なお、調査した内容については、捜査報償費を執行した機関別、使途別に整理するなど、

データの集計、分析を行った。

４ 内部調査結果報告書及び大洲警察署における偽領収書に関する事実確認調査
� 平成１６年１１月１７日に、大洲警察署における支出証拠書類を調査するととともに、内部

調査結果報告書で明らかとなった偽領収書の使用件数、金額及び店名を確認した。

� 同年１１月２６日に、内部調査結果報告書に記された内容について、警察本部会計課長等

から聴き取り調査を行った。
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また、捜査報償費を直接執行した捜査員６名及び後述する６の�のＢ元大洲警察署会
計課長の前任者である平成１０年度当時の大洲警察署会計課長から執行状況や偽領収書に

ついて聴き取り調査を実施した。

� 平成１７年１月２５日に、捜査員３名の聴き取り調査を実施し、また、同月２８日に捜査員

１名と平成１３年度当時の大洲警察署副署長からの聴き取り調査を実施した。

� 同年２月４日に、当時の大洲警察署長からの聴き取り調査を実施した。

５ 店舗調査
平成１６年１２月２０日から平成１７年１月８日までの間に、支出証拠書類の内容と領収書等を照

合し、疑義のある事案について、捜査員が謝礼品を購入したとする店舗（２３店舗）に出向

き、領収書等の確認調査を行った。

なお、県警察は、捜査員が謝礼品を購入した店舗等について、特に捜査活動に影響を及

ぼすもの以外は情報開示していると説明している。

６ 聴き取り調査
� 平成１３年度当時の捜査員

平成１６年１１月２６日から平成１７年１月２８日までの間に、平成１３年度に捜査報償費を執行し

た全捜査員（５６７名）のうち、執行課の責任者、執行額の多い者、各課・各階級のバラン

スなどを考慮して、１３６名から聴き取り調査を実施した。

なお、大洲警察署においては、偽領収書の作成が明らかとなったことから、捜査報償

費を執行した全ての捜査員の聴き取り調査を実施した。

� 平成１３年度当時の署長、副署長及び会計課長等

捜査員の聴き取り調査の日程と併せて、平成１３年度当時の署長、副署長（警察本部に

あっては課長、次長）及び会計課長等２６名（退職者１名を含む。）から、捜査報償費の

執行に係る事務の所掌、現金の管理や交付状況、捜査員への指導状況等について聴き取

り調査を実施した。

� 関係人（Ａ巡査部長、Ｂ元会計課長）

平成１７年２月１４日、Ａ巡査部長から、新聞等で報道されている内容及び平成１３年度当

時の捜査報償費の執行状況等について聴き取り調査を実施した。

なお、平成１６年１０月１８日にＢ元大洲警察署会計課長に聴き取り調査を要請し、承諾を

得ていたが、実施当日（同月３０日）になって公式での聴き取りを拒否されたため、報道

された内容の事実確認までには至らなかった。

７ 文書調査
平成１３年度に捜査報償費を執行した全捜査員（５６７名）に対し、現金の受領の有無、交付

状況等について、個別に適正に実施したかどうかを文書で照会した。

なお、文書の送付については、直接、捜査員に郵送することとしていたが、警察本部か

ら捜査員の住所開示を拒否されたため、やむを得ず、県警察を通じて配布・回収した。
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第５ 監査の結果

１ 捜査報償費の概要
� 捜査報償費の基本的事項

警察本部では、平成１３年度捜査報償費の執行に当たり、警察庁長官官房会計課が作成

した平成１３年度版捜査費経理の手引き（以下「１３年度版手引き」という。）を準用した

と説明している。また、１３年度版手引きの準用の根拠については、「１３年度版手引きの

「第５ 都道府県警察費における報償費（捜査費）の経理について」において、警視庁

及び道府県警察（方面）本部にあっては、都道府県警察費の報償費（捜査費）経理を取り

扱う上で１３年度版手引きを参考にするよう示されていることによる」との説明を受けた。

なお、１３年度版手引きは、国費捜査費を念頭に説明された手引書であるが、警察本部

では、同手引きを準用するに当たり捜査報償費用に手引きを改版していない旨の説明を

受けた。このため、以下の捜査報償費の制度等に関する説明では、１３年度版手引きで記

載されている「捜査費（国費）」を「捜査報償費」に置き換え、１３年度版手引きにおけ

る一部の呼称及び図表については、警察本部会計課が平成１６年４月１日に作成した「報

償費（捜査費）経理の手引き」を参照し補正を加えている。

ア 捜査報償費の性格

国・都道府県の会計は、原則、口座振込などにより行われるが、捜査報償費は、「経

費の性質上、特に、緊急を要し、正規の支出手続を経ては事務に支障を来し、又は、

秘密を要するため、通常の支出手続を経ることができない場合に使用できる経費」と

位置付けられ、現金経理が認められている。なお、捜査報償費は、地方自治法第２３２条

の５第２項、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６１条第１項第１３号及び愛媛

県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第４９条を根拠として資金前渡の方法により

支出されている。

イ 捜査報償費の使途

捜査報償費の使途は、「犯罪の捜査等に従事する職員の活動のための諸経費及び捜

査等に関する情報提供者、協力者等に対する諸経費」となっている。なお、１３年度版

手引きには、具体的な使途等として使途例及び留意事項が示されており、その内容は

概ね別表１のとおりである。

ウ 捜査報償費の取扱責任者及び取扱者

� 取扱責任者（警察本部長）

取扱責任者は、各取扱者に現金を交付して経理に当たらせるが、各取扱者の取り

扱った経理についても責任を負うことになっている。

ａ 取扱責任者の事務

取扱責任者は、次に掲げる事務を執行することになっている。

� 所要額を決定し、これを会計機関に請求すること。

� 会計機関から現金を受領すること。

� 各取扱者に交付する額を決定し、交付すること。
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� 必要により債主（支払先）に現金を支払うこと。

� 必要により現金を保管すること。

� 現金の出納を明らかにした簿冊（以下「現金出納簿」という。）を備え、こ

れに記帳し、支払明細書等を作成し、証拠書類を整備して保管すること。

� 各取扱者を総括し、必要な監督をすること。

ｂ 取扱責任者の事務の補助者（警察本部会計課長）

取扱責任者の事務は、警察本部会計課長に補助させることができ、その場合の

補助者が補助する事務は、次に掲げる事務となっている。

� 会計機関から現金を受領すること。

� 各取扱者に現金を交付すること。

� 現金を保管すること。

� 現金出納簿に記帳し、支払明細書等を作成し、証拠書類を整備して保管する

こと。

� 取扱者（警察本部の課長、隊長並びに警察署長）

取扱者は、交付を受けた現金の出納保管について、第一次的に責任を負うことに

なっている。

ａ 取扱者の事務

取扱者は、次に掲げる事務を執行することになっている。

� 取扱責任者に請求する金額を決定し、これを請求すること。

� 取扱責任者から現金を受領すること。

� 各捜査員等に交付する額を決定し、交付すること。

� 現金を保管すること。

� 必要により債主（支払先）に現金を支払うこと。

� 現金出納簿を備え、これに記帳し、証拠書類を整備して保管すること。

ｂ 取扱者の事務の補助者（警察本部の課次長、警察署副署長）

取扱者の事務は、警察本部にあっては課次長、警察署にあっては副署長に補助

させることができ、その場合の補助者が補助する事務は、次に掲げる事務となっ

ている。

� 取扱責任者から現金を受領すること。

� 各捜査員に現金を交付すること及び取扱者に連絡が取れず緊急を要する場合

の交付額の決定。

� 現金出納簿に記帳し、証拠書類を整備して保管すること。

エ 捜査報償費の経理の流れ（取扱者への現金交付までの手順（別表２図１））

取扱者への現金交付の手順は、取扱者の取扱責任者への交付申請に始まり、取扱責

任者の支出額の決定、資金前渡担任者（警察本部及び警察署会計課長等）の支出決議、

支出命令権者（警察本部会計課長、警察署長）の出納事務局（出納室）への支出通知

などを経て取扱者に現金が交付される。

オ 捜査報償費の執行の流れ（捜査員による捜査報償費の支出（別表２図２））
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捜査報償費は、一般捜査費と捜査諸雑費に区分し執行されている。

� 一般捜査費

一般捜査費は、捜査員が必要な都度交付申請し、取扱者の決裁により捜査員が現

金交付を受け、支払先に現金を支払い、領収書又はレシートを受領の上、その都度

精算される。

� 捜査諸雑費

捜査諸雑費は、協力者等への謝礼や捜査員の通信費など日常の捜査活動において

使用する経費であり、同制度は、平成１３年度から経理事務の軽減や捜査員の自己負

担の軽減等を目的として導入されたものである。捜査員には、毎月当初に、取扱者

からあらかじめ使途を特定せずに、捜査責任者である中間交付者（警察本部課長補

佐、班長、警察署課長）を経由し現金が交付され、交付を受けた捜査員は、支払先

に現金を支払い、領収書又はレシートを受領の上、月末に精算する。

� 捜査報償費の執行に係る県警察の運用

上記�以外に、捜査報償費の執行に係る運用について、警察本部会計課では、次のよ
うに説明している。

ア 捜査諸雑費の１件当たりの執行限度額

捜査諸雑費の１件当たりの執行限度額は、３，０００円程度（消費税相当分を除く。）と

する。

イ 領収書又はレシートの徴取の省略

捜査報償費を執行する際には、通信、自動販売機の利用等で領収書又はレシートが

発行されない場合、支払先が領収書又はレシートを発行していない場合、あるいは発

行を拒否する場合を除き、原則として支払先から領収書又はレシートを徴取する。な

お、平成１２年度までは、１，０００円未満の執行事案に限り、領収書又はレシートの徴取を

省略することができることとしていた。

ウ 協力者等の仮名使用

� 会計書類上は、従来から使用している。

� 仮名を使用する上での制約はない。

� 仮名の取り扱いに係る指導は一切していない。

� 警察本部による各警察署に対する捜査報償費制度の指導

警察本部によると、平成１３年度捜査報償費の執行に係る各警察署への指導は、１３年度

版手引きを抜粋した資料を基に、平成１２年１２月から平成１３年３月にかけ、署長、副署長、

会計課長及び中間交付者を対象に警察署別又はブロック別に説明会を実施したとしてい

る。また、当該説明会を受けた各警察署では、署長及び副署長が、捜査諸雑費制度の執

行で中心となる中間交付者に対し重点指導を行い、中間交付者は、捜査員の指導を実施

したとしている。
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２ 捜査報償費の執行状況
� 支出証拠書類調査

ア 捜査報償費の予算及び支出

予 算 額 ６２，２８６，０００円

総支出件数 １５，５５１件

総支出金額 ４７，３２８，３８１円

警察本部及び各警察署の支出状況については、別表３のとおりである。

イ 捜査報償費のうち情報の非開示により執行の最終的な事実確認が不可能なもの

１１，６０４件、計４１，９１３，４０８円の執行については、マスキング（注：黒テープの貼付）の

ため、真に監査に必要な協力者等の住所・氏名、協力者等に接触した場所である飲食

店の名称等の情報を得ることができなかった。
（単位：件、円、％）

区 分 件 数 金 額 執行形態別開示状況

総支出件数と金額 １５，５５１ ４７，３２８，３８１
○ 謝礼金交付 件 数 ０．０％

金 額 ０．０％

○ 飲 食 行 為 件 数 ９．８％

金 額 １４．９％

マ
ス
キ
ン
グ
分

一 般 捜 査 費 １，６０８ ２１，８１３，７１４

捜 査 諸 雑 費 ９，９９６ ２０，０９９，６９４

合 計 １１，６０４ ４１，９１３，４０８

非 開 示 率 ７４．６ ８８．６

ウ 捜査報償費月別執行状況

月平均は３，９４４，０３２円（全体の８．３％）で、最も支出額が多かったのは２月であった。

月 ４ 月 ５ 月 ６ 月 ７ 月 ８ 月 ９ 月

件 数 ７０４ １，０８６ １，０４８ １，３４３ １，４３５ １，３６２

金 額 ２，２４８，３４１ ３，１３２，２５６ ３，４４０，０３７ ３，９３４，８５３ ４，０３９，６１３ ３，８５１，０６９

金額比率 ４．８ ６．６ ７．３ ８．３ ８．５ ８．１

月 １０ 月 １１ 月 １２ 月 １ 月 ２ 月 ３ 月

件 数 １，３４７ １，４３１ １，４５７ １，４３３ １，５３５ １，３７０

金 額 ３，９２１，７６６ ４，３３９，５２０ ４，２６８，８６９ ４，６３６，５１８ ４，９４２，３２９ ４，５７３，２１０

金額比率 ８．３ ９．２ ９．０ ９．８ １０．４ ９．７

（単位：件、円、％）

エ 階級別執行状況

支出額合計４７，３２８，３８１円のうち、５４．２％（２５，６４３，６０３円）については警部補の階級に

ある者が執行している。これに次いで、２０．５％（９，７２１，４９５円）は巡査部長の階級にあ

る者が執行しており、１５．５％（７，３３４，８０８円）は警部の階級にある者が執行していた。

この３階級合計で、９０．２％が執行されている。
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（単位：円、人、％）

区 分 警 視 警 部 警 部 補 巡査部長 巡 査 合 計
一般捜査費 ８４１，８５８ ３，９１０，６５３１４，９６８，３７４ ３，０７３，１８６ ３８７，８７２２３，１８１，９４３
捜査諸雑費 ８０，３２４ ３，４２４，１５５１０，６７５，２２９ ６，６４８，３０９ ３，３１８，４２１２４，１４６，４３８
合 計 金 額 ９２２，１８２ ７，３３４，８０８２５，６４３，６０３ ９，７２１，４９５ ３，７０６，２９３４７，３２８，３８１
金 額 比 率 ２．０ １５．５ ５４．２ ２０．５ ７．８ １００．０
執 行 人 数 ７ ６４ ２０２ １８５ １０９ ５６７
人 数 比 率 １．３ １１．３ ３５．６ ３２．６ １９．２ １００．０
平 均

円／人 １３１，７４０ １１４，６０６ １２６，９４９ ５２，５４９ ３４，００３ ８３，４７２

月 平 均
円／人／月 １０，９７８ ９，５５１ １０，５７９ ４，３７９ ２，８３４ ６，９５６

オ 謝礼金の１件当たり金額別分布状況

謝礼金の支出件数１，７８０件のうち、３千円超１万円以下が６０３件（３３．９％）で最も多かっ

た。次いで、３千円以下が５７９件（３２．５％）、１万円超２万円以下が４３０件（２４．２％）と

なっている。３万円を超える謝礼は１０件（０．５％）となっている。

なお、１件当たりの謝礼の最高金額は５万円であった。
（単位：件、円、％）

区 分 ３ 千 円
以 下

３千円超
１ 万 円
以 下

１万円超
２ 万 円
以 下

２万円超
３ 万 円
以 下

３万円超 合 計

一 般

捜査費

件数 ７ ６０２ ４３０ １５８ １０ １，２０７
金額 １５，０００ ５，６５２，０００ ８，２６３，９００ ４，６５５，０００ ４５０，０００１９，０３５，９００

捜 査

諸雑費

件 数 ５７２ １ － － － ５７３
金 額 １，５７２，８００ ５，０００ － － － １，５７７，８００

件数合計 ５７９ ６０３ ４３０ １５８ １０ １，７８０
件数比率 ３２．５ ３３．９ ２４．２ ８．９ ０．５ １００．０
金額合計 １，５８７，８００ ５，６５７，０００ ８，２６３，９００ ４，６５５，０００ ４５０，０００２０，６１３，７００

カ 激励慰労費の執行状況

激励慰労費の執行状況は次表のとおりである。

なお、警察本部によると、参加者１名当たり金額は、３千円を限度とするよう警察

庁から指導があったと説明している。

区 分 開催回数 支出件数 金額合計
警察本部捜査第一課 １ １ １２０，０００
警察本部捜査第二課 １ １ ５４，０００
新 居 浜 警 察 署 ２ ２ １６８，０００
東 予 警 察 署 １ １ ５０，２８０
松 山 東 警 察 署 １ １ ８１，０００
松 山 西 警 察 署 ３ ７ ２７２，６８６
松 山 南 警 察 署 ２ ３ １２６，６４２
合 計 １１ １６ ８７２，６０８

（単位：回、件、円）
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キ 領収書等の添付状況

捜査報償費支出件数１５，５５１件（４７，３２８，３８１円）のうち、捜査報償費の支出証拠書類に

領収書等が添付されていなかったものは、次表のとおり２，８６２件（１５，７４１，７８８円）であ

る。

ただし、当該事案には領収書等を徴することが、極めて困難又は不可能な事例が含

まれている。

� 謝礼金支出では、総件数１，７８０件のうち１，０５２件について領収書等の添付がなかった。

添付のなかったもののうち７７８件については支払いの理由を書いた支払報告書が添付

されていた。

支払報告書の添付のない２７４件のうち２７１件については捜査諸雑費であり、支払伝

票に理由が付記されていた。残りの３件は一般捜査費であり、支払報告書を添付す

べきところであるが支払精算書に理由を付記することで代用していた。

領収書等が添付できなかった主な理由は、協力者等についての安全確保や捜査上

の秘密を守るためとしている。

� 飲食行為では、総件数４，３９０件のうち８３件について領収書等の添付がなかった。支

出証拠書類には、捜査上領収書等が徴取できなかった理由が付記されていた。

領収書等が添付できなかった主な理由は、被疑者・容疑者の行動確認中のため、

急いでおり取れなかったとしている。

� 物品購入等の場合は、総件数９，３８１件のうち１，７２７件について領収書等の添付がなかっ

た。これも上記と同様に支出証拠書類には理由が付記されていた。

主な理由は、捜査員自身の携帯電話を利用した時の電話代や、被疑者・容疑者の

行動確認中の遊戯代、自動販売機による購入などとしている。
（単位：件、円）

区 分
総 計 一 般 捜 査 費 捜 査 諸 雑 費

件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額

謝礼金支出合計 １，７８０ ２０，６１３，７００ １，２０７ １９，０３５，９００ ５７３ １，５７７，８００

領 収 書 な し １，０５２ １４，２８５，０００ ７７４ １３，５２３，０００ ２７８ ７６２，０００

支払報告書有り ７７８ １３，５３３，０００ ７７１ １３，５１８，０００ ７ １５，０００

飲 食 行 為 合 計 ４，３９０ ９，９０９，６３６ ２７０ ２，７２２，４２２ ４，１２０ ７，１８７，２１４

領 収 書 な し ８３ ８１，６３３ １ ９００ ８２ ８０，７３３

物品購入等合計 ９，３８１ １６，８０５，０４５ ２６８ １，４２３，６２１ ９，１１３ １５，３８１，４２４

領 収 書 な し １，７２７ １，３７５，１５５ ２９ １９，４６４ １，６９８ １，３５５，６９１

合 計 １５，５５１ ４７，３２８，３８１ １，７４５ ２３，１８１，９４３ １３，８０６ ２４，１４６，４３８

領収書なし合計 ２，８６２ １５，７４１，７８８ ８０４ １３，５４３，３６４ ２，０５８ ２，１９８，４２４

ク 捜査報償費使途別執行状況

捜査報償費総支出件数 １５，５５１件の、警察本部の区分により分類した使途別内訳に

ついては、次のとおりであり、詳細については別表４のとおりである。
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� 捜査活動に要する経費 １５，５３５件

（内訳）

ａ 協力者等に対する謝礼 ７，６３２件（４９．１３％）

ｂ 聞き込み、張り込み、追尾等に必要な経費 ３，１２７件（２０．１３％）

ｃ 拠点等のための施設の借り上げ等 ４件（０．０３％）

ｄ 協力者等との接触に要する経費 ４，４０３件（２８．３４％）

ｅ 協力者等の保護に要する経費 ３件（０．０２％）

ｆ 早朝・深夜等の捜査員、協力者等の交通費 ８８件（０．５７％）

ｇ 早朝・深夜等の捜査員、協力者等の食糧費 ２７１件（１．７４％）

ｈ 捜査関係照会に伴う回答に要する経費 ７件（０．０４％）

� 激励慰労費 １６件

� 聴き取り調査

平成１３年度当時の捜査員、警察本部課長及び次長、署長及び副署長、会計課長等のほ

か関係人から監査委員が直接聴き取り調査を実施した。

人数については次表のとおりである。
（単位：人、％）

捜査員人数

（Ａ）

聴 取

捜 査 員

人 数

（Ｂ）

比 率

（Ｂ／Ａ）

署 長 等 ・

副署長等・

会計課長等

人 数

関係人人数

５６７ １３６ ２４．０ ２６ １

執行内容について疑義があったものについては、「第５の５ 警察本部及び警察署に

おける捜査報償費の執行上の問題点」のとおりである。

なお、全ての聴き取り調査の対象者は、不適切な捜査報償費の執行をしたことはない

と回答している。

ア 捜査員からの聴き取り

１３６人の捜査員から聴き取った結果、全ての捜査員が支払精算書に記載された金額を

取扱者又は中間交付者から交付を受けたと述べている。

各捜査員に対する質問事項は次のとおりである。

� 氏名、現在の所属。

� 支出証拠書類上記載されている現金の交付を全額受けたかどうか。

� 偽領収書使用の有無。

� 認められた使途目的に適合しない使用の有無。

� 支出証拠書類に記載のとおり執行したか否か。

� 支出証拠書類に書いた協力者等の氏名は実名か仮名か。

� �で仮名を用いた場合、その実名との対応状況が書かれている文書の存在。
� �で文書がある場合は、公文書であるか否か。文書の種類は何か。
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� 各捜査員個別の捜査報償費の執行内容について。

イ 警察本部課長及び署長からの聴き取り

８人の課長・署長から聴き取った結果、全ての課長・署長が、現金出納簿に記載さ

れている金額は実際の支出金額に相違ないと述べている。

課長・署長に対する質問事項は次のとおりである。

� 氏名、１３年度当時の所属。

� 捜査報償費の適正執行に関する注意喚起を行っていたか否か。

� 現金出納簿の記帳について次長又は副署長に補助させていたか否か、他に次長又

は副署長に補助させていた事務。

� 現金出納簿の記帳を次長又は副署長に補助させていた場合、次長又は副署長が全

て自分で作成していたか否か。

� 現金出納簿を会計課に下書きさせていたことはないか。

� 一般捜査費・捜査諸雑費の各捜査員への交付額の決定方法及び交付方法。

� 現金出納簿に記載している金額は実際の支出金額と相違ないか。

	 現金保管は誰がしていたのか。

� 報道のような裏金の存在の有無。

ウ 警察本部次長及び副署長からの聴き取り

１１人の次長・副署長から聴き取った結果、全ての次長・副署長が、支払精算書に記

載した金額を交付したと述べている。

次長・副署長に対する質問事項は次のとおりである。

� 氏名、１３年度当時の所属。

� 捜査報償費の適正執行に関する注意喚起は行っていたか否か。

� 現金出納簿の記帳について課長又は署長の補助を行っていたか否か、他に課長又

は署長から任されていた事務。

� 各捜査員への交付額の決定方法及び交付方法。

� 現金出納簿の記帳は次長又は副署長が全て自分で作成していたか否か。また支出

証拠書類に記載された金額を中間交付者又は捜査員に全て渡したかどうか。

� 現金出納簿を会計課に下書きさせていたことはないか。

� 現金出納簿に記載している金額は実際の支出金額と相違ないか。

	 現金保管は誰がしていたのか。

� 報道のような裏金の存在の有無。

エ 会計課長等からの聴き取り

７人の会計課長等から聴き取った結果、全ての会計課長等が、現金出納簿を下書き

したことはないと述べている。

会計課長等に対する質問事項は次のとおりである。

� 氏名、１３年度当時の所属。

� 現金出納簿の記帳について、下書きをしたことはあるか否か。

� 支出証拠書類の下書きをしたことはあるか否か。
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� 捜査員に対してどのような指導をしていたのか。

� 警察本部会計課からの捜査報償費の執行についての指導はあったのか。

� 捜査諸雑費の執行限度額についての認識と、捜査員への注意喚起。

� 支出証拠書類の整理の仕方について、捜査員への注意喚起。

� 大洲警察署で使われていたような偽領収書の存在の有無。

オ 関係人からの聴き取り

Ａ巡査部長に対し、平成１３年度分捜査報償費の執行に関して事情を聴き取るため、

勤務歴、捜査報償費の執行経験の有無、報道された内容の確認及び証拠物の有無など

について質問した。

Ａ巡査部長からは、過去の不適切な捜査報償費の執行事例について発言があったが、

平成１３年度の支出に関して直接証拠となる資料の提示はなく、事実関係の確実な把握

には至らなかった。

なお、Ｂ元大洲警察署会計課長から公式な聴き取りができなかったことは、前述の

とおりである。

� 文書調査

平成１３年度において捜査報償費を執行した者５６７名（退職者２９名を含む。）に対して調

査書を送付し、５５２名（９７．３５％）の者から返送があった。返送のなかった者１５名について

は、警察本部から死亡１名、長期療養中等１１名、回答拒否３名との理由説明があった。

返送のあった捜査員のうち、無回答１名を除く全ての捜査員が、取扱者から支出証拠

書類に記載されているとおり、現金を受領したと回答している。

また、捜査員自身が不適切な執行をしたと認めた回答はなかった。

なお、内部調査結果報告書において大洲警察署で偽領収書を使用したとされる事案に

ついては、捜査目的に支出したとする回答があった。

詳細については別表５のとおりである。

３ 大洲警察署で使用された偽領収書関係
平成１３年度の大洲警察署の捜査報償費に関する支出証拠書類調査、平成１３年度当時の署

長、副署長及び捜査報償費を執行した捜査員全員からの聴き取り調査並びに平成１３年度当

時の会計課長の前任者からの聴き取り調査の結果から得られた事実は次のとおりである。

� 偽領収書の使用状況

平成１６年１１月１７日に実施した大洲警察署の支出証拠書類調査で、内部調査結果報告書

において大洲警察署で使用されたとされている大洲市内に実在する飲食店の店名が押印

された日付及び金額が白地の領収書（以下「白地領収書」という。）に日付及び金額を

記入したＡ店、Ｂ店、Ｃ店、Ｄ店及びＥ店の５店舗分５種類、計５３件、１２７，７２９円の偽領

収書の存在が確認できた（内訳は、次表のとおり）。
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（単位：件、円）

飲 食 店 別 件 数 金 額
Ａ 店 １２ ３２，４８０
Ｂ 店 １２ ２４，７７９
Ｃ 店 １２ ３５，６２０
Ｄ 店 ９ ２３，９５０
Ｅ 店 ８ １０，９００
計 ５３ １２７，７２９

これら５３件の偽領収書は、いずれも捜査諸雑費の支出証拠書類として整理されており、

当該偽領収書を証拠として添付し作成されている個々の支払伝票の支払先欄及び支払事

由欄等には、添付された偽領収書に押印された店名の飲食店に対して支払ったとする旨

の記載があった。

なお、捜査員により作成されるものである支払伝票に記載されている執行者の氏名か

ら、偽領収書を用いて捜査報償費を執行したとする捜査員は、９名であることが確認さ

れた。

� 偽領収書を使用するに至った経緯

平成１６年１１月２６日、平成１７年１月２５日及び同月２８日の３回に分けて実施した偽領収書を

使用したとする捜査員９名からの聴き取り調査の結果は、次のとおりである。

ア 白地領収書の入手経路

白地領収書の入手について、刑事課では、課長はその全てを会計課長から、捜査員

のうち１名は刑事課長及び会計課長から、残りの捜査員４名については、その全てを

刑事課長から直接受け取ったとし、また、生活安全課においては、課長及び捜査員１

名はその全てを会計課長から、残りの捜査員１名は、もう１名の捜査員から受け取っ

たとの説明であった。

イ 偽領収書の作成方法

偽領収書を使用したとする捜査員９名のうち４名が、全て自ら白地領収書に金額等

を記載したとし、別の４名は、全て他の者に白地領収書に金額等の記載を依頼して書

いてもらったが、いずれもそれが誰であったかは思い出せないとして、残る１名は、

自ら白地領収書に金額等を記載したが、他の者に記載してもらったものもあるとの説

明であった。

ウ 偽領収書を作成し使用した理由

刑事課長及び生活安全課長は、捜査上の経費として支出したものの、領収書が得ら

れなかった等の理由により領収書の添付されていない支払伝票について、会計課長か

ら領収書の添付を強く求められ、合わせて白地領収書をもらったためこれを使用した

とし、その他の捜査員については、いずれの者も支払伝票を作成するに当たり、刑事

課長、生活安全課長又は会計課長から領収書の添付を強く求められたため使用したと

の説明であった。

エ 偽領収書の作成、使用に係る認識

偽領収書を使用した捜査員９名は、捜査上の経費として支出したものの、領収書が
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得られなかった場合や、捜査諸雑費による１件当たりの執行限度額を超過した協力者

等との飲食代金の超過部分又は協力者等の飲食代金相当分について偽領収書を使用し

たとのことで、いずれの捜査員も、偽領収書の金額は、捜査上必要な経費として支出

したものであると説明した。

この説明を受けて、捜査上必要な経費であることの証拠を提示し、明らかにするよ

う求めたが、犯罪事件処理簿等を用いて事件の背景等を説明するに留まり、証拠は何

ら提示されなかった。

オ その他

刑事課長及び生活安全課長は、偽領収書を作成し、使用したことを、当時の署長及

び副署長には相談や報告はしていないため署長及び副署長は知らないと思うと発言し、

残り７名の捜査員は、わからないとの発言であった。

� 平成１３年度当時の署長及び副署長の関わり

ア 平成１３年度当時の署長からの聴き取り調査の結果

平成１７年２月４日に平成１３年度当時の署長から聴き取り調査を実施したところ、偽

領収書が使われ、事実と異なる会計書類が作成されていたことや、ゴム印のことは全

く知らなかったとし、仮に知っていれば絶対にそのようなことはさせなかったとの説

明であった。

なお、報道されているＢ元会計課長が告発した裏金の存在や裏金の使途に係る内容

についても、そのような事実はない旨全面的に否定した。

イ 平成１３年度当時の副署長からの聴き取り調査の結果

平成１７年１月２８日に平成１３年度当時の副署長から聴き取り調査を実施したところ、

偽領収書が使われ、事実と異なる会計書類が作成されていたことや、ゴム印のことは

全く知らなかったとし、裏金の存在や裏金の使途についてＢ元会計課長が告発した内

容についても、そのような事実はない旨全面的に否定した。

なお、副署長は、Ｂ元会計課長に書類のチェックや編てつをさせたが、捜査員に対

する捜査報償費の執行に関する指導は委ねていないとの説明であった。

� 平成１３年度当時の会計課長からの聴き取り調査

新聞や週刊誌で告発したＢ元会計課長からの聴き取り調査については、第４の６の�
で述べたとおりであり、報道された内容の事実確認までには至らなかった。

� Ｂ元会計課長の前任者からの聴き取り調査の結果

Ｂ元会計課長の前任者で、平成９年度及び平成１０年度の両年度にわたり在籍した職員

に聴き取り調査した結果、会計課長席の後方ロッカー内に古いゴム印があったように記

憶しているが、その個数やどういうものであったか知らず、また自ら使用しておらず、

その引継ぎもしていないとの説明を得た。また、領収書の束の存在については、なかっ

たとの説明であった。

� 警察本部の内部調査

平成１６年１１月２６日に大洲警察署で実施した監査の席上、内部調査結果報告書をまとめ

た警察本部総務室長を長とする２３名体制の調査班による捜査報償費及び捜査費（国費分）
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に係る調査の手法等について、具体的に聴き取る必要のある部分を警察本部会計課長等

から聴き取った結果は次のとおりである。

ア 偽領収書関係

� 調査対象について

支出証拠書類に添付されている全ての店舗の領収書のうち、使用が概ね５回以上

のものを対象としているため、使用頻度の低いものについては対象とされていない。

� 調査方法

あらかじめ、捜査員から店舗の場所、営業形態、従業員等の実態を聴取し、支出

証拠書類に整理されている店舗の領収書と、当該店舗を利用して入手した実際に使

用されている領収書を照合している。

なお、調査は、領収書自体の真偽の確認を主としたものであったと受け止められ、

捜査報償費の支出とは関係のない領収書を流用する場合等を想定した調査とはなっ

ていない。

イ 謝礼金の調査方法

当時の署長、捜査員からの聴き取り調査をしているが、交付の相手方から直接確認

する手法はとられていない。

４ 店舗調査
県警察の平成１３年度捜査報償費の執行に関する事実を多角的に検証するため、捜査報償

費の支払先である店舗の調査を次のとおり実施した。

� 調査店舗

捜査報償費の執行において、特に事実関係の確認を要すると認められた支出行為で支

払先となっていた店舗のうち、疑義の件数及び度合、地域バランス等を勘案し、４業種

２３店舗を抽出した。なお、本件調査の実施に当たっては、全ての店舗から協力を得るこ

とができたが、２店舗からは、監査委員及び事務局職員が捜査報償費の執行状況を確認

する際に、店舗名及び調査の内容を県警察に明示することを拒否された。
（単位：件）

業 種 運 輸 業 小 売 業 飲 食 店 サービス業 計

店 舗 数 １ １８ ２ ２ ２３

� 調査内容

協力者等との接触に要した経費（謝礼品の購入等）及び激励慰労費の執行に係る事実

確認

� 調査方法

ア 店舗における領収書の発行方法（日付、あて名、金額、但し書き及び発行者の記入

の仕方、店舗印、代表者印及び割印の押印方法等）の確認

イ 店舗で平成１３年４月１日から平成１４年３月３１日の間に顧客に対し使用した領収書及

びレシートの控え並びにそれに対応する経理諸帳簿等の閲覧
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� 調査結果

調査の結果、店舗に対し領収書を分割して発行するよう依頼しているもの、支出証拠

書類に記載された協力者等に対する謝礼品や激励慰労の実施のための購入品が、店舗が

保管する領収書及びレシートの控え並びに経理諸帳簿等に記載された売上金額又は売上

品目と一致していないものが認められるなど、捜査報償費の執行上、不適切又は疑義を

払拭できない事案が散見された。

なお、詳細については、次項「５ 警察本部及び警察署における捜査報償費の執行上

の問題点」で述べる。

５ 警察本部及び警察署における捜査報償費の執行上の問題点
第５の２の�で述べた支出証拠書類調査、第５の４で述べた店舗調査及び第５の２の�
で述べた聴き取り調査の結果、大洲警察署で認められた問題点、警察本部及び警察署で認

められた捜査報償費の執行上の主な問題点を整理すると次のとおりである。

� 大洲警察署

支出証拠書類調査及び聴き取り調査に基づく偽領収書の使用実態について整理すると、

次のとおりである。

内部調査結果報告書では、「偽領収書による執行内容について、捜査費執行者に対す

る聴取、犯罪事件処理簿等、署日誌、個人的に作成した備忘録や捜査メモ等による確認、

相互の説明の突き合わせなどの調査を行った結果、執行内容はいずれも捜査費として執

行されたものと認められ、個人的利得を疑う事実は認められなかった」とされていると

ころであるが、第５の３で述べたとおり、監査において聴き取り調査を実施し、犯罪事

件処理簿等や備忘録等の提示を受けたが、いずれの説明も、提示された文書も、偽領収

書を用いた執行内容が捜査費として適切に執行されたものであることを直接指し示すも

のではなかった。

なお、その一方で、聴き取りにおいて、偽領収書を用いたいずれの捜査員も、執行し

た当時は、会計課長又は上司から問題ないと言われ使用したものと説明し、強い問題意

識はもっていなかったものと受け止められたが、偽領収書を用いてそのとおり支払伝票

を作成したことは、極めて適正を欠く行為であったといえる。

� 警察本部及び警察署

（注：本項で使用している市町名、店舗名及び捜査員名に関する符号は、各細目ごと

に表示している。）

ア 執行の事実に疑義があるもの（１３事案、３５件、１３７，８４２円）

� 捜査員３名が、それぞれ別個に作成した支払伝票において、捜査協力者に対し６

件、計１４，２００円のコーヒーセットを交付しているが、証拠として添付されているコ

ーヒーセットと但し書きされた領収書には、あて先として当該３名の捜査員の所属

課名が記されていたこと等から物品購入の事実を確認するため、店舗調査を実施し

た。

その結果、当該業者は、オフィス等でのレギュラーコーヒーのセルフサービスを
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業務内容としていること、コーヒーサーバーを設置した顧客を定期的に巡回し、補

充するコーヒー豆や専用カップ、専用フィルター等の経費をコーヒーセットと称し

代金請求していること、平成１３年度当時から現在まで贈答用コーヒーセットは扱っ

ていないこと、また、平成１３年度当時、当該３名の捜査員の所属課とは取引があり、

署内にコーヒーサーバーを設置していたことを事実として確認した。

なお、売上明細との突き合わせにより、６件の領収書は、４件の取引から分割し

て作成されたものであること、当該明細には、一般には市販されていないコーヒー

豆の外、単体では使用できない専用カップ及び当該コーヒーサーバー専用のフィル

ター等が含まれていることが明らかとなった。

この調査結果を基に、３名の捜査員のうち２名から聴き取りをしたところ、コー

ヒーセットを贈答用セット、缶入りコーヒー豆を袋入りであったと説明し、さらに

単体では使用不能な専用カップ等も協力者に交付したとする説明に終始、最後は記

憶にないとの返答となるなど、理解できる説明が得られなかった。

� 捜査協力者のタクシー代として執行した１３件のうち、利用区間がＡ市内のＢ町、

Ｃ町又はＤ町から捜査員の所属署までとされた１件当たり７９０円又は８７０円の同一業

者のタクシーを利用したとするものが７件あったため、領収書を基に、店舗調査を

実施した。

その結果、タクシー業者が保存している運転日報において、上記７件の領収書の

日付、金額に一致するものは、下車地を当該捜査員の所属署の所在地であるＥ町と

し、乗車地をＣ町及びＤ町の近傍にあるＦ町と記載されているものが６件、Ｆ町の

隣町のＧ町と記載されているものが１件あった。また、運転日報から、これらのタ

クシー利用の時間帯は、午後０時から午後０時４０分までの間の２件を除き、５件い

ずれもが、午前７時３０分から午前８時２０分までの間の一般的な通勤時間帯であり、

さらに当該業者からは、運転手からの報告として、当該捜査員と同姓の客の利用が

何度かあり、当該捜査員の所属署前で降ろしたとの証言が得られた。

この調査結果を基に、当該捜査員から聴き取りしたところ、７件の執行は、実数

６名の捜査協力者のタクシー利用に関するものとの説明を受けたが、６名の捜査協

力者が、いずれも隣接する２つの町内から乗車したこと、７件の接触のうち、５件

が一般的な通勤時間帯であったことについて理解できる説明が得られなかった。

� 金券ショップで商品券を購入したものが、県警察全体で１件あったため、平成１３

年１２月１８日発行の、金額を３，１５０円とする市販領収書に記された業者について店舗調

査を実施した。

その結果、当該業者の説明では、平成１３年度当時、販売価格が３，１５０円となる商品

券は扱っていないこと、該当する商品として考えられる唯一のものは、販売価格を

市販価格の９０％とする額面５０円のはがき７０枚分であるとのことで、また、帳簿上、

１２月１８日当日の売上げにはそのような記録は存在せず、１２月下旬の売上記録の中で

金額の合致するものは、１２月２５日にはがき７０枚を売り上げたとする１件のみとのこ

とであった。
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この調査結果を基に捜査員から聴き取りしたところ、自ら商品券を購入したこと

に間違いないが、当該商品券が、いずれの店舗のものであるかは記憶にないとし、

また、商品券の購入額が捜査諸雑費の１件当たりの執行限度額を超えたため超過分

は自腹を切り、内金として３，１５０円分の領収書を発行してもらったとの説明であった。

しかし、捜査諸雑費の１件当たり執行限度額を超える執行であったとする一方で、

一般捜査費での執行とせず、限度額の範囲内で執行できるよう複数回に分けた謝礼

ともしておらず、また、自腹を切ってまで購入したとする商品券の種類や金額を記

憶にないとし、理解できる説明が得られなかった。

� Ａ町在住の捜査協力者に対し、平成１３年１０月２８日に謝礼金２０，０００円を交付したとす

る捜査員から聴き取りしたところ、Ｂ市在住の被疑者の所在確認のため被疑者の近

所に捜査協力者を作ったとの説明を受けた。

しかし、書類上、捜査協力者の住所地は、Ｂ市ではなくＡ町とされていたため説

明を求めたところ、何ら回答が得られなかった。

� 平成１３年９月１９日に清酒セットを３，８２２円で購入し、情報提供謝礼として交付した

ものがあったため、購入店舗において確認したところ、当日の売上記録から同額の

ものは、樽入りビール（３リットル×２個）１件しか確認できなかった。このため、

捜査員から聴き取り調査を行ったが、理解できる説明が得られなかった。

� 激励慰労費の執行において、平成１４年３月４日に酒１０本、ビール５ケースを４３，５４２

円で購入したとする領収書が添付されていたが、購入店舗で確認したところ、購入

した品物は、缶ビール２箱、酒３本及びビール券４０枚（２８，６００円）であることが判明

した。このため、捜査員から聴き取り調査を行ったが、激励慰労会においてビール

券が必要となる理由が得られなかったこと、警察本部が準用したとする「１３年度版

手引き」の激励慰労費における使途例は、缶ビール、つまみ等簡素な飲食物の購入

費とされていることから判断すると、ビール券の購入は、捜査報償費の適正な支出

とはいえない。

� 捜査協力者へ手土産として交付するため、平成１３年１１月２９日にウィスキーを２，９８０

円で購入したとする領収書が添付されていたが、購入店舗において確認したところ、

当領収書は、１１月２日（激励慰労会が開催された日）に、烏龍茶２本、缶ビール２

箱、ジュース１本を１１，９２２円で購入し、これを４枚の領収書（２，９８０円×３、２，９８２円

×１）に分割して受け取っているうちの１枚であることが判明した。また、残り３

枚のうち１枚は、実際の購入日である１１月２日に、別の捜査員が日本酒を購入し、

捜査協力者へ手土産を交付したとして用い、他の１枚は、１１月１６日に、さらに別の

捜査員が捜査協力者へ手土産を交付したとして用いており、残り１枚の領収書は、

当署における執行から確認できなかった。

このことについて、捜査員から聴き取り調査を行ったが、疑義を払拭できる説明

は得られなかった。

� 平成１３年７月３１日に捜査協力者の謝礼として同一店舗でビール券を４セット（３，０００

円×３、１，２７６円×１）購入している事案があった。このことについて、捜査員から
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聴き取り調査を行ったところ、捜査員は、捜査協力者数（４名）や捜査諸雑費の１

件当たりの執行限度額を考慮し、捜査員が領収書に記載する金額を提示のうえ領収

書を４分割し発行するよう店舗に依頼し、交付された４枚の領収書を捜査協力者ご

との支払執行事案として支出証拠書類に添付したとのことであった。しかしながら、

当該領収書に記載された金額は、正当なビール券の金額に符合するものではなく、

また、各捜査協力者に対し交付した謝礼の額とも符合するものではなかった。

� 捜査協力者にタクシー代を交付する際に、捜査協力者との関係を良好に保つ必要

性から領収書を徴していない事案が５件あった。このことについて、捜査員から聴

き取り調査を行ったところ、捜査員の判断で捜査協力者から領収書を徴していない

とのことであったが、捜査協力者に領収書を求めないことは、捜査報償費の執行の

事実を自ら不明瞭にしたものといえ、不適切である。

� 捜査協力者に対する謝礼として、平成１３年５月２１日にＡ市内のＢ酒店でビールを

購入したとし、支出証拠書類に３，０００円の領収書が添付されていた。Ｂ酒店に購入の

事実と購入品目を調査したところ、同額の領収書が作成された同日の売上げは、１

件のみであり、缶ラムネ１箱、缶コーヒー２箱、缶烏龍茶１箱、缶ジュース１箱を

９，１３５円で販売し、顧客からの求めに応じ３，０００円の領収書３枚を発行したものである

ことを確認した。

捜査員から、ビールの購入の事実と残り２枚の３，０００円の領収書を何に用いたのか

聴取したところ、「記憶の誤りがあったかもしれない、記憶にない。」などの回答

であり、明確な回答は得られなかった。

� 捜査協力者に対する謝礼として、平成１４年２月２１日にＡ市内のＢ酒店で日本酒等

を購入したとし、支出証拠書類に２，５２０円の領収書が添付されていた。Ｂ酒店に購入

の事実と購入品目を確認したところ、同額の領収書が作成された同日の売上げは、

１件のみであり、缶入緑茶１箱、缶烏龍茶１箱を販売したものであった。

捜査員から、日本酒等の購入の事実を聴取したところ、「記憶が定かでない」な

どの回答に終始し、明確な回答は得られなかった。

� 捜査協力者への手土産としてコーヒーセットを交付した事案について、支出証拠

書類では、Ａ市内のＢ酒店で、平成１３年８月４日に３，０００円の商品を購入した領収書

が添付されていた。

Ｂ酒店に購入の事実と購入品目を確認したところ、同日、同額の売上記録がレジ

の記録に残されており、売上品目はジュース１６本、菓子１０個、ガム６個であった。

また、Ｂ酒店では同日は同額の売上げがこの事例しか認められなかった。

捜査員から、コーヒーセットの購入の事実を聴取したところ、「はっきりと品物

は思い出せない、記憶が定かでない。」と、明確な回答は得られなかった。

� 早朝火災現場見分における捜査員９名及び協力者３名分の補食として、食事をし

た事案について、支出証拠書類では、平成１３年４月１３日付けＡ町内Ｂ飲食店の４，９５０

円の領収書が添付されていた。

Ｂ飲食店に営業時間を確認したところ午前１１時から午後６時であり、なおかつ食
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材がなくなり次第閉店との回答があった。

食事代の支出をした捜査員に対して、この食事について質問したところ、「昼食

である」との明確な回答があり、早朝・深夜の補食のみを認めている捜査報償費の

制約から逸脱している。

また、同様な事案として、同じＢ飲食店において、深夜の火災現場捜査員４名の

補食費として平成１３年５月１７日に２，２５０円の食事代金の領収書を添付している事案が

あり、署会計担当者に対して、火災発生時間の記録確認をしたところ、事件処理簿

では「火災発生は５月１６日午後９時４５分から１０時５５分。終了は午前２時」となってい

た。

この食事代の支出をした捜査員に対して、食事をした時間について質問したとこ

ろ、「前もって、９時頃食事をとったものではないかと思う。日付は店が間違った

のではないか。」との回答があったが、この時間帯にＢ飲食店は営業しておらず、

不自然な回答であった。

さらに、他の捜査員も同日に同店舗で同様な理由で２，５００円の飲食を行っているが、

これも捜査員の回答から、一緒に飲食した事例であった。

したがっていずれも、早朝・深夜の補食のみを認めている捜査報償費の制約から

逸脱している。

イ 会計上の取り扱いに留意を要するもの

� 領収書に日付の記載のないものが多数認められた。日付の記載のない領収書は、

挙証力に乏しく、また、捜査員が領収書の徴取後、日付を書き加えることにより容

易に会計諸帳簿や支出証拠書類の調整が可能となり、捜査報償費の執行事実の明朗

性が欠如するおそれがある。今後は、日付を記入した領収書を確実に徴するべきで

ある。また、領収書を含めた一連の支出証拠書類に執行日が全く記載されていない

事案もあった。

� 捜査協力者との飲食代として、平成１３年８月１２日に２，４７８円を支出したとする事案

について、領収書の日付が、平成１１年８月１２日となっているものがあったため、捜

査員から聴き取り調査を行ったところ、「店側が日付を間違ったのではないか」と

の説明であったが、支払の事実を証する書類としては不適切である。

� 平成１３年１０月１９日にＡ店で２，０００円の商品券を購入し、情報提供者へ交付したとし

て、領収書が添付されていたが、Ａ店発行の他の領収書と照合すると、領収書に記

された通し発行番号が、発行した日付の順番となっていなかったことから、捜査員

から聴き取り調査したところ、捜査員自らが領収書の日付を記載した旨の説明であっ

た。

� 平成１３年４月１０日に捜査協力者との接触費として飲食代３，５００円を支出したとする

事案、平成１４年３月１８日に捜査協力者に対する謝礼としてタバコ（１カートン）を

２，５００円で購入したとする事案及び平成１３年１０月２４日に捜査現場写真の現像代として

１，９２０円を支出したとする事案については、いずれの領収書にも店舗名や所在地の表

記がない。このことについて、捜査員から聴き取り調査を行ったところ、「店から
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発行された領収書がこのようになっていた」、「急いでいたので領収書の記載内容

を確認していなかった」との回答を得たが、これら領収書は、店舗の代金受領の証

拠としては挙証力がなく、不適切である。

� 平成１３年７月１５日にＡ店で清酒１本を購入し、情報提供者にＢ市で交付したとし

ているが、当該店舗において確認したところ、品物はＡ店から直接県外に送られて

おり、支出証拠書類において、事実と異なる記載があった。

� 平成１３年８月１７日にＡ市のＢ店で３，０００円の商品券を購入し、捜査協力者へ交付し

たとしているが、添付されているレシートから実際の購入場所はＣ町のＤ店（Ｂ店

の系列店）であり、支出証拠書類において、事実と異なった記載があった。このた

め、捜査員に説明を求めたところ、商品券をほとんどＡ市のＢ店で購入していたた

め記載を誤ったとのことである。

� 捜査協力者に対する謝礼として平成１３年１０月１５日に２，８００円のギフト券を購入した

として支出証拠書類が整理されていたが、捜査員からの聴き取り調査の結果、実際

には捜査協力者に対し清酒を交付していたことが判明した。

� 捜査員の深夜又は早朝における補食費の支出において、領収書やレシートの取り

忘れ又は紛失している事案が散見された。支出証拠書類には、所要額の認定に係る

根拠は記載されておらず、同根拠を示すべきである。

第６ 結論

平成１３年度に執行された捜査報償費１５，５５１件の全てについて支出証拠書類調査をし、必要と

認められる範囲で捜査報償費を執行した捜査員及び平成１３年度当時の署長、副署長等から聴

き取りを行うとともに、可能な範囲でその他の関係人について調査した結果は、以上、述べ

たとおりである。

知事から、監査の要求があった当初より、監査を実効あるものとするためには協力者等及

び協力者等と接触した飲食店（以下「接触店」という。）に対する調査が必要不可欠である

との観点から、公安委員会委員長及び警察本部長に対し、全ての情報の開示等を求めたが、

捜査上の秘密保持と捜査協力者の保護を理由に、協力者等及び接触店に対する直接の調査を

しないという確約が得られない限り、協力者等の住所、氏名、接触店の名称等の開示はでき

ないとする姿勢であった。

さらに、県警察は、捜査上必要な情報源である協力者等は、捜査員個人との信頼関係に基

づくものであり、その信頼関係を確保する観点から、協力者等及び接触店からの直接の調査

を、事前了承の有無にかかわらず事実上一切を拒否するとした姿勢を示し、個別事案で検討

すべきではないかと求めたにもかかわらず、当該姿勢に最後まで変化が見られなかったこと

により、平成１３年度捜査報償費支出額のおよそ９割、支出件数にして７割のものが、執行の

違法性、不当性の有無という核心部分について検証不能とならざるを得なかった。

このような状況の中で進めた監査の結果、講ずるべき措置を以下に述べる。

１ 捜査報償費の執行で偽領収書が使用された大洲警察署においては、偽領収書５３件（１２７，７２９
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円）を用いて公文書を作成し、これを行使したことは、違法又は不当な行為に該当するも

のであり、偽領収書を用いて執行した内容が捜査費として執行されたものであることにつ

いて確実な証拠の提示もなかったことから、当該執行額をもって愛媛県が被った損害額と

判断する。

２ 捜査報償費の執行の事実に疑義があった事案についてであるが、第５の５の�のアで述
べたとおり、示した事案は、２件を除き協力者等に対し金品が交付されたとされているも

のであり、また、事案のうち、２件を除き店舗調査から得られた結果を基に、全て捜査員

からの聴き取りの結果から判断したものである。

これらの事案については、証拠書類に記載されたとおり、適正に交付したとする確実な

証拠の提示がない限り、適正な支出であったとは認められないものであり、県警察におい

ては、直ちに徹底した調査を行い、その結果を、県民に対し可能な限り公表する必要があ

る。

３ １及び２で述べた事案以外では、支出証拠書類調査や捜査員からの聴き取り調査の結果、

追尾のための交通費、捜査のための有料道路通行料金、通信費、写真代等は適正に執行さ

れているとの心証を得たが、協力者等に対する金品の提供や協力者等との接触費について

は、適正に執行されているとも、違法又は不当な執行であるとも判断することができなかっ

た。

なお、大洲警察署で使用された偽領収書の類の存在については、接触店の名称の非開示

により検証不能とならざるを得なかった。

４ 警察本部の調査班による警察本部及び全警察署を対象とした内部調査は、協力者等及び

接触店から直接事実確認することなく、また、証拠書類上、使用された同一店舗の領収書

が５件程度以上のものを対象としたものであったことから、調査手法は、大洲警察署で使

用された偽領収書の類の有無を検証するに留まるものであって、捜査とは無関係な領収書

を使用するケース等を検証し得るものではなく、謝礼金については、そのほとんどが調査

対象から除外されていた。

また、２で述べた執行の事実に疑義があった事案は、わずかに開示された情報に基づい

て実施した店舗調査等によって把握できたものに過ぎない。

よって、県警察においては、２で述べた疑義事案に係る調査において、執行の違法性又

は不当性が明らかとなった場合は、謝礼金も含め捜査報償費の執行の全てを対象として、

直ちに徹底した調査を行い、その結果を、県民に対し可能な限り公表する必要がある。

第７ 意見

１ 平成１３年度に、大洲警察署で偽領収書を用いて捜査報償費を執行したものについては第

６の１で述べたとおりであるが、監査対象外ではあるものの、内部調査結果報告書で明ら

かにされた偽領収書が用いられたとする平成１４年度及び１５年度分（計１３件、２４，７３７円）につ

いても、１３年度分と同様に考えるものである。

２ 会計上の取扱いに留意を要するものとして、証拠書類として領収書が添付されないまま
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執行されている事案が散見された。これは、捜査報償費の執行に係る運用として、平成１２

年度まで１，０００円未満の執行事案に限り、領収書又はレシートの徴取を省略できる取扱いと

されていたことに起因するものと考えるが、会計処理上、明らかに不備であるから、領収

書等の徴取について再度徹底されたい。

また、協力者等について、仮名を用いて記載したとするものや何ら記載されていないも

のの外、単に協力者とのみ記載されたものが多数認められたが、適当でない。何らかの理

由により協力者等の氏名を秘匿する必要がある場合でも、管理方法の工夫と徹底の仕方次

第で対処可能と考えられるので、改善を要するものと判断する。

３ 警察本部では、平成１３年度に導入された捜査諸雑費制度を捜査員へ徹底するため、第５

の１の�で述べたとおり、捜査員を指導したとしているが、捜査員からの聴き取り調査に
おいて、１３年度当時、どれほど徹底されていたのか疑問を抱かずにはおれず、今もって十

分承知していないのではないかと思われる捜査員も見受けられたので、今後、会計上の取

扱いについて、なお一層の徹底を図られたい。

４ 知事からの要求による監査と併せて実施した定期監査において、平成１６年度の捜査報償

費の執行状況を調査し、９月末現計で、全警察署の平成１６年度の執行額を平成１３年度の執

行額と対比したところ、捜査報償費全体で３１．７％、そのうち協力者等に対する謝礼金につ

いては５．３％と大幅に減少していた。

監査委員としては、ただ単に執行状況の変化のみを捉え、論ずることは適当でないと考

えるが、一方で、平成１６年度執行額の落込みの理由が、「重要事件の多発等により内偵捜

査に時間が割けなかった」、「今回の捜査報償費問題もあり、捜査員が自腹を切っている」

とする各警察署の説明だけでは、到底理解することができなかった。この点については、

今後、県警察の調査により、何らかの説明がなされることを期待する。

５ 捜査員からの聴き取り調査において、多くの捜査員から、自らが捜査に要した電話代や

協力者等との接触費の一部を、執行手続の煩雑さから自腹を切っているとの説明を受けた。

捜査上、真に必要な経費は、最小限度において執行すべきものであるのは当然のことであ

るから、警察本部長は、執行する立場の捜査員の声を聴き、捜査諸雑費の不足時の追加支給

や一般捜査費の支給に関する手続きに関して、適切な改善を図る必要があるものと考える。

６ 今後、県警察においては、直ちに、平成１３年度に限らず、捜査報償費の執行全般につい

て調査に着手し、県民に対する説明責任を果たして、一日も早く警察本来の使命に立ち返

り、犯罪の予防、捜査その他公共の安全と秩序の維持等のために、全警察職員が一丸となっ

て、全力でまい進されることを切望するものである。

なお、県警察を管理する公安委員会においては、県民の信頼回復に向けて、強い指導力

を発揮されることを期待する。
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別表 １

○ 捜査活動に要する主な経費（「平成１３年度版捜査費経理の手引き」から抜粋）

捜査員が活動するのに伴って必要となる経費であり、使途の主な内容は次に掲げるとおり

である。

経 費 使 途 例 留 意 事 項

１ 捜査協力者に対する謝礼 現金、物品謝礼（菓子折、たばこ、
酒等、ビール券、商品券等）など

捜査諸雑費で支払うものは軽微な
ものに限る。

２ 情報提供者に対する謝礼 同 上 同 上

３ 聞き込み、張込み、追尾等に際
し必要とする諸経費

ア 捜査員等の交通費、飲食費
電車・タクシー等の交通費、有料道
路の通行料、張込み時の夜食代、飲
食店での飲食代など

� タクシー代は、尾行等の場合で
他に交通手段がない場合に限る。
� 夜食代は、用務が深夜に及ぶ場
合に限る。
� 飲食費は、追尾中に対象者の動
静監視等に必要なため飲食店で飲
食する場合に限る。

イ 家屋、部屋、寝具、什器等
の借上げに要する経費

家屋、ホテルの部屋等の借上げ、光
熱水料、寝具の借上げなど

ウ 応急的に必要となる消耗品
等の簡単な物品費及び公衆電
話等の通信費

インスタントカメラ等捜査消耗品の
購入、現像代、電話料など

捜査消耗品等は、その場で使用し
なければ捜査に支障が生じるもので、
正規の調達、準備等をする暇のない
場合に限る（原則は官給品等で対応）。

エ 有料施設への入場料等 競馬場・映画館等の入場料、高速道
路の通行料、有料駐車場の駐車代

� 入場料は、追尾、張込み時等で
入場しなければ捜査上支障が生じ
る場合に限る。
� 通行料は、緊急の場合に限る。

オ パチンコ店等における遊戯
代 パチンコ、ボウリング等の遊戯代

遊戯代は、追尾、張込み時等で遊
戯をしなければならない捜査上支障
が生じる場合に限る（過度な支出と
ならないように留意）。

カ 車両等の借上げ費 自動車、船舶等の借上げ

４ 拠点等のための施設の借上げ等
に要する経費

家屋・倉庫・アパートの部屋等の借
上げ、光熱水料、寝具の借上げなど

５ 協力者等との接触に要する経費
電車・タクシー等の交通費、飲食店
での飲食費、一時的なホテル等の部
屋代など

タクシー代は、深夜等の場合で他
に交通手段がない場合に限る。

６ 協力者等の保護に要する経費
家屋・アパートの部屋等の借上げ、
自動車の借上げ、列車等の運賃、弁
当等の購入など

７ 早朝、深夜等における捜査員又
は捜査協力者等の交通費

出勤、呼出し、出頭、退庁、帰宅す
る場合のタクシー代など

タクシー代は、他に交通手段がな
い場合に限る。

８ 早朝、深夜等における捜査員又
は捜査協力者等の食糧費

ジュース、栄養剤、パン、麺類、弁
当等の購入

食事と食事の間の純然たる補食に
限る。

９ 緊急に捜索等を行う場合の重機
等の借上げ又は委託費

パワーショベル・発動発電機等の借
上げ、重機等の運転委託など

１０ 捜査関係事項照会に伴う回答に
要する経費 用紙、コピー代 官公署、銀行等からの回答に要す

る経費で実費に限る。

１１ 犯罪の被害者又は第三者が所有
する物件を捜査の過程で損壊等し
た場合の協力謝礼金

玄関ドア・窓ガラス等の修復、自動
車等の修理など

１２ 長期にわたる重要事件及び困難
な重要事件の捜査等に従事する捜
査員等に対する簡素な激励慰労費

缶ビール、つまみ等簡素な飲食物の
購入費
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別表 ２

図１：捜査報償費の経理の流れ（取扱者への現金交付までの手順）

図２：捜査報償費の執行の流れ（捜査員による捜査報償費の支出）
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別表 ３

平成１３年度捜査報償費支出状況

機 関 名

捜査報償費

�＝�＋�
一般捜査費

�
捜査諸雑費

�

うち謝礼金 うち謝礼金 うち謝礼金

件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額

警 察 本 部 ３，９７３１２，１３１，７５７円 ４３８ ５，７７８，９００円 ５８８ ７，１５７，６８１円 ３９２ ５，６４９，９００円 ３，３８５ ４，９７４，０７６円 ４６ １２９，０００円

三島警察署 ４３９ １，６３９，５６４円 ５８ ８１３，０００円 ５８ ８２１，０５８円 ５７ ８１０，０００円 ３８１ ８１８，５０６円 １ ３，０００円

新居浜警察署 ７８６ ２，９９２，８４２円 １５９ １，２１３，０００円 １４３ １，５５０，８２３円 ８２ ９８８，０００円 ６４３ １，４４２，０１９円 ７７ ２２５，０００円

西条警察署 ６０７ １，９１４，３９４円 ７０ ６１２，０００円 １３８ １，１５６，６５２円 ５６ ５７９，０００円 ４６９ ７５７，７４２円 １４ ３３，０００円

東予警察署 ３８２ １，２６０，１９３円 ４８ ５４２，０００円 ７１ ７４０，６６６円 ４３ ５３０，０００円 ３１１ ５１９，５２７円 ５ １２，０００円

今治警察署 １，９４８ ５，６３２，１９３円 ２０８ ２，７１５，０００円 １３８ ２，５１５，１０８円 １２３ ２，４７５，０００円 １，８１０ ３，１１７，０８５円 ８５ ２４０，０００円

伯方警察署 ２５９ ５４１，１５３円 ４６ ２２９，０００円 １７ １４３，１２０円 １６ １４３，０００円 ２４２ ３９８，０３３円 ３０ ８６，０００円

松山東警察署 ２，５８２ ７，６３８，２４２円 ２６０ ３，４４６，８００円 １７３ ３，３４６，９２７円 １３８ ３，１２０，０００円 ２，４０９ ４，２９１，３１５円 １２２ ３２６，８００円

松山西警察署 １，４３４ ５，６０５，３２１円 １１０ ２，５８０，０００円 １２９ ２，９６６，８６５円 １０８ ２，５７５，０００円 １，３０５ ２，６３８，４５６円 ２ ５，０００円

松山南警察署 ８８１ ２，６４９，３３９円 １６０ １，０８７，０００円 １４５ １，２７４，４５３円 ９９ ９０８，０００円 ７３６ １，３７４，８８６円 ６１ １７９，０００円

久万警察署 １７６ ４２１，２１１円 １０ １３５，０００円 １４ １３５，６６０円 １０ １３５，０００円 １６２ ２８５，５５１円 ０ ０円

伊予警察署 ２０９ ３８３，０８０円 ３ ３３，０００円 ３ ３１，２６０円 ２ ３０，０００円 ２０６ ３５１，８２０円 １ ３，０００円

大洲警察署 ５１０ １，１１３，３７５円 １２４ ４４６，０００円 １０ １５０，０００円 １０ １５０，０００円 ５００ ９６３，３７５円 １１４ ２９６，０００円

内子警察署 １４９ ３１４，３５４円 ８ ７４，０００円 ７ ７４，９７７円 ６ ７０，０００円 １４２ ２３９，３７７円 ２ ４，０００円

八幡浜警察署 ３５７ １，３６６，４４１円 ４５ ６５１，０００円 ３９ ６３３，０００円 ３９ ６３３，０００円 ３１８ ７３３，４４１円 ６ １８，０００円

宇和警察署 １２６ ３０６，３１６円 ３ １５，０００円 １６ １０２，７２８円 １ １０，０００円 １１０ ２０３，５８８円 ２ ５，０００円

野村警察署 ６９ ２４４，９６３円 １６ １４６，０００円 １４ １４０，０００円 １４ １４０，０００円 ５５ １０４，９６３円 ２ ６，０００円

宇和島警察署 ３９４ ７２３，５２０円 １３ ９４，０００円 ３５ ２０４，７１７円 １１ ９０，０００円 ３５９ ５１８，８０３円 ２ ４，０００円

鬼北警察署 ２０２ ３６４，９６３円 １ ３，０００円 ５ ２７，２２７円 ０ ０円 １９７ ３３７，７３６円 １ ３，０００円

御荘警察署 ６８ ８５，１６０円 ０ ０円 ２ ９，０２１円 ０ ０円 ６６ ７６，１３９円 ０ ０円

合 計 １５，５５１４７，３２８，３８１円 １，７８０２０，６１３，７００円 １，７４５２３，１８１，９４３円 １，２０７１９，０３５，９００円１３，８０６２４，１４６，４３８円 ５７３ １，５７７，８００円
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別表 ４

平成１３年度捜査報償費使途別執行状況

使 途 内 容

捜査報償費
�＝�＋� 一般捜査費 � 捜査諸雑費 �

件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額

１ 捜査活動に要する経費 １５，５３５４６，４５５，７７３円 １，７２９２２，３０９，３３５円 １３，８０６２４，１４６，４３８円

� 捜査協力者（含む、情報提供者）に対
する謝礼

７，６３２３３，２９３，４５２円 １，３７４１９，８１５，２０５円 ６，２５８１３，４７８，２４７円

� 現金謝礼 １，７８０２０，６１３，７００円 １，２０７１９，０３５，９００円 ５７３ １，５７７，８００円

� 物品謝礼 ５，８５２１２，６７９，７５２円 １６７ ７７９，３０５円 ５，６８５１１，９００，４４７円

� 聞き込み、張り込み、追尾等に必要と
する諸経費

３，１２７ ３，２６１，８１７円 ６３ ２１５，９２７円 ３，０６４ ３，０４５，８９０円

� 捜査員等の交通費、飲食費 ８３６ ８５４，１２６円 ３９ １５１，９７０円 ７９７ ７０２，１５６円

� 家屋、部屋、寝具、什器等の借上げ
に要する経費

１ ５，０００円 １ ５，０００円 ０ ０円

� 応急的に必要となる消耗品等の簡単
な物品費及び公衆電話等の通信費

１，８５５ １，５５９，６８１円 １９ ４２，８８２円 １，８３６ １，５１６，７９９円

� 有料施設への入場料等 ９０ ６８，４１０円 ３ １１，０７５円 ８７ ５７，３３５円

� パチンコ店等における遊戯代 ３４５ ７７４，６００円 １ ５，０００円 ３４４ ７６９，６００円

� 車両等の借上げ費 ０ ０円 ０ ０円 ０ ０円

	 拠点等のための施設の借上げ等に要す
る経費

４ １１９，７２０円 ４ １１９，７２０円 ０ ０円


 協力者等との接触に要する経費 ４，４０３ ９，１５９，５９４円 ２６９ １，９９９，６９１円 ４，１３４ ７，１５９，９０３円

� 協力者等の保護に要する経費 ３ ５０，７７３円 １ ４９，８６０円 ２ ９１３円

� 早朝、深夜等における捜査員又は捜査
協力者等の交通費

８８ １３２，２９２円 ０ ０円 ８８ １３２，２９２円


 早朝、深夜等における捜査員又は捜査
協力者等の食糧費

２７１ ４２９，６２５円 １８ １０８，９３２円 ２５３ ３２０，６９３円

� 緊急に捜索等を行う場合の重機等の借
上げ又は委託費

０ ０円 ０ ０円 ０ ０円

� 捜査関係事項照会に伴う回答に要する
経費

７ ８，５００円 ０ ０円 ７ ８，５００円

� 犯罪の被害者又は第三者が所有する物
件を捜査の過程で損壊等した場合の協力
謝礼金

０ ０円 ０ ０円 ０ ０円

２ 激励慰労費 １６ ８７２，６０８円 １６ ８７２，６０８円 ０ ０円

合 計 １５，５５１４７，３２８，３８１円 １，７４５２３，１８１，９４３円 １３，８０６２４，１４６，４３８円

２８



別表 ５

調査書回答結果
全 体 内大洲署

調 査 書 送 付 数 ５６７ １０
調 査 書 返 信 数 （ 締 切 日 ： ２ ／１０） ５５２ ９
回 答 率 ９７．３５％ ９０．００％

番号 調 査 事 項 回 答 件 数 率 件 数
１ 取扱者等からの現金の受領について ア 全て受け取っている ５５１ ９９．８２％ ９

イ 一部だけ受け取っている ０ ０．００％ ０
ウ 全て受け取っていない ０ ０．００％ ０
エ 憶えていない ０ ０．００％ ０

無回答 １ ０．１８％ ０
計 ５５２ ９

２ 情報提供者及び捜査協力者（以下「協力
者等」という。）への謝礼金の支払いに
ついて

ア 全て支払っている ３０１ ５４．５３％ ８
イ 一部だけ支払っている ０ ０．００％ ０
ウ 全て支払っていない ０ ０．００％ ０
エ 憶えていない ０ ０．００％ ０

無回答 ３ ０．５４％ １
該当なし（注３） ２４８ ４４．９３％ ０

計 ５５２ ９
３ 支払わなかった現金はどうしたか

※２でイ又はウの回答者のみ
該当なし ５５２ １００．００％ ９

計 ５５２ ９
４ 協力者への謝礼物品の交付について ア 記載のとおり購入し全て交付した ５０８ ９２．０３％ ９

イ 記載のとおり購入したが一部又はその全てを交付しなかった ０ ０．００％ ０
ウ 記載のとおりの購入をしていない ０ ０．００％ ０
エ 憶えていない ０ ０．００％ ０

無回答 １ ０．１８％ ０
該当なし（注３） ４３ ７．７９％ ０

計 ５５２ ９
５ 購入に使用しなかった現金又は交付しな

かった物品はどうしたか
※４でイ又はウの回答者のみ

該当なし ５５２ １００．００％ ９

計 ５５２ ９

６ 協力者との飲食行為について ア 記載のとおり協力者等と飲食行為をし支払った ４０３ ７３．０１％ １
イ 一部又はその全てについて記載のとおりではない ０ ０．００％ ０
ウ 憶えていない １ ０．１８％ ０

その他（注１） ８ １．４５％ ８
無回答 ３ ０．５４％ ０
該当なし（注３） １３７ ２４．８２％ ０

計 ５５２ ９
７ ２，４，６以外のその他の行為について ア 全て事実である ３９５ ７１．５６％ ７

イ 一部事実でないものがある ０ ０．００％ ０
ウ 全て事実ではない ０ ０．００％ ０
エ 憶えていない ０ ０．００％ ０

無回答 ２５ ４．５３％ １
該当なし（注３） １３２ ２３．９１％ １

計 ５５２ ９
８ 記載のとおり使用されなかった現金又は物品はどうしたか

※６でイ、７でイ又はウの回答者のみ
該当なし ５５２ １００．００％ ９

計 ５５２ ９
９ 領収書、支払報告書、支払精算（報告書）

書、支払伝票に記載されている協力者等
の氏名について

ア 全て実名である ２２６ ４０．９４％ ０
イ ほとんど実名であるが、一部仮名を使用している １２６ ２２．８２％ ２
ウ ほとんど仮名を使用している ９３ １６．８５％ １
エ 全て仮名を使用している ５８ １０．５１％ ５

その他（注２） １ ０．１８％ １
無回答 ３４ ６．１６％ ０
該当なし（注３） １４ ２．５４％ ０

計 ５５２ ９
１０ 仮名を用いた協力者等の実名が記された

文書の存在について
※９でイ、ウ、エの回答者のみ

ア 全て存在する １８ ３．２６％ ０
イ 存在するものもある １６８ ３０．４３％ ７
ウ 全て存在しない ７５ １３．５９％ ２
エ わからない ４ ０．７２％ ０

無回答 １３ ２．３６％ ０
該当なし（注３） ２７４ ４９．６４％ ０

計 ５５２ ９
１１ 不適切な会計処理への関与について

上司の指示により真実でない支払精算書
を作成したことがあるか

ア 作成したことがある ０ ０．００％ ０
イ 作成したことはない ５４７ ９９．０９％ ８

無回答 ５ ０．９１％ １
計 ５５２ ９

自由意見 ・捜査費は足りないぐらいで捜査員が自腹を切っているものも多いはず。
（１件）

（注１）番号６のその他は、アに○を付してはいるが、文頭の「記載のとおり」に二線訂正を加え、「物品交付１件と
現金交付１件を飲食行為で記入している」、「一部他店名記載」と記載があったものである。

（注２）番号９のその他は、イ、ウ、エをくくり、「これのいずれかです」と記載があったものである。
（注３）番号２，４，６，７，９，１０の該当なしは、調査事項に合致する執行がないことから回答のなかったものである。

２９



調
査

書
【
資
料
】

８
６
に
つ
い
て
イ
と
回
答
さ
れ
た
方
及
び
７
に
つ
い
て
イ
又
は
ウ
と

回
答
さ
れ
た
方
に
お
尋
ね
し
ま
す
。

記
載
の
と
お
り
使
用
さ
れ
な
か
っ
た
現
金
又
は
物
品
は
ど
う
し
ま

し
た
か
。

現
金
又
は
物
品
の
使
途
を
記
載
し
て
下

さ
い
。

� � �

� � �

９
謝
礼
金
交
付
に
係
る
領
収
書
ま
た
は
支
払
報
告
書
に
記
載
し
て
い

る
情
報
提
供
者
等
の
氏
名
の
ほ
か
、
全
て
の
支
払
精
算
（
報
告
書
）

書
又
は
支
払
伝
票
に
記
載
さ
れ
て
い
る
協
力
者
等
の
氏
名
は
、
実
名

で
記
載
さ
れ
て
い
ま
す
か
。

ア
全
て
実
名
で
あ
る
。

イ
ほ
と
ん
ど
実
名
で
あ
る
が
、
一
部
仮

名
を
使
用
し
て
い
る
。

ウ
ほ
と
ん
ど
仮
名
を
使
用
し
て
い
る
。

エ
全
て
仮
名
を
使
用
し
て
い
る
。

１０
９
で
イ
、
ウ
、
エ
と
回
答
さ
れ
た
方
に
お
尋
ね
し
ま
す
。

仮
名
を
用
い
た
協
力
者
等
の
実
名
が
記
さ
れ
た
文
書
は
存
在
し
ま

す
か
。

※
回
答
が
ア
又
は
イ
の
場
合
、
回
答
書
「
１０
」
欄
の
該
当
箇
所
に
公

文
書
の
場
合
は
「
公
」
、
私
文
書
の
場
合
は
「
私
」
と
記
し
、
備
考

欄
に
存
在
す
る
文
書
の
名
称
（
犯
罪
事
件
処
理
簿
、
事
件
記
録
、
備

忘
録
、
捜
査
メ
モ
等
）
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

ア
全
て
存
在
す
る
。

イ
存
在
す
る
も
の
も
あ
る
。

ウ
全
て
存
在
し
な
い
。

エ
わ
か
ら
な
い
。

１１
不
適
切
な
会
計
処
理
へ
の
関
与
に
つ
い
て

あ
な
た
は
、
上
司
の
指
示
に
よ
り
真
実
で
な
い
支
払
精
算
書
を
作

成
し
た
こ
と
が
あ
り
ま
す
か
。

ア
作
成
し
た
こ
と
が
あ
る
。

イ
作
成
し
た
こ
と
は
な
い
。

※
ア
と
回
答
さ
れ
た
方
は
、
い
つ
誰
か

ら
の
ど
の
よ
う
な
指
示
に
よ
り
、
如
何

な
る
行
為
を
し
た
か
具
体
的
に
記
載
し

て
く
だ
さ
い
。

� � � � � �

� � � � � �
上
記
以
外
で
捜
査
報
償
費
の
執
行
に
関
し
て
お
気
付
き
の
点
が
あ
り
ま
し
た
ら
ご
自
由
に
お
書
き
く
だ
さ
い
。

回 答 者 自 署 欄

上
記
の
と
お
り
相
違
な
い
こ
と
を
確
認
し
ま
し
た
の
で
、
回
答
し
ま
す
。

平
成

年
月

日

（
所
属
）

（
階
級
）

（
氏
名
）

�

※
回
答
結
果
に
つ
い
て
照
会
す
る
場
合
が
あ
り
ま
す
の
で
、
連
絡
先
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

（
連
絡
先
：

）

（
記
載
上
の
注
意
事
項
）

１
太
線
の
枠
内
に
つ
い
て
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

２
「
取
扱
者
等
」
と
は
、
署
長
、
副
署
長
、
課
長
、
次
長
等
の
上
司
を
指
し
て
い
ま
す
。

３
「
回
答
」
欄
の
該
当
す
る
記
号
を
○
で
囲
ん
で
下
さ
い
。

４
「
回
答
者
自
署
欄
」
に
は
、
あ
な
た
の
所
属
、
階
級
及
び
氏
名
等
を
自
署
し
、
押
印
し
て
く
だ
さ
い
。

あ
な
た
が
平
成
１３
年
度
中
に
執
行
し
た
捜
査
報
償
費
の
次
の
事
項
に
つ
い
て
御
回
答
を
お
願
い

し
ま
す
。

調
査

事
項

回
答

１
取
扱
者
等
か
ら
の
現
金
の
受
領
に
つ
い
て

別
紙
「
捜
査
報
償
費
執
行
状
況
一
覧
表
」
（
以
下
「
一
覧
表
」
と

い
う
。
）
は
、
あ
な
た
が
平
成
１３
年
度
中
に
執
行
し
た
捜
査
報
償
費

を
取
り
ま
と
め
た
も
の
で
す
。
こ
こ
に
記
載
さ
れ
て
い
る
金
額
に
相

当
す
る
現
金
を
、
取
扱
者
等
か
ら
受
け
取
り
ま
し
た
か
。

※
回
答
が
イ
の
場
合
、
受
け
取
っ
て
い
な
い
も
の
に
つ
い
て
一
覧
表

右
側
の
回
答
書
（
以
下
「
回
答
書
」
と
い
う
。
）
「
１
」
欄
の
該
当

箇
所
に
○
印
を
付
け
、
実
際
に
受
け
取
っ
た
金
額
を
備
考
欄
に
記
載

し
て
下
さ
い
。

ア
全
て
受
け
取
っ
て
い
る
。

イ
一
部
だ
け
受
け
取
っ
て
い
る
。

ウ
全
て
受
け
取
っ
て
い
な
い
。

エ
憶
え
て
い
な
い
。

２
情
報
提
供
者
及
び
捜
査
協
力
者
（
以
下
「
協
力
者
等
」
と
い
う
。
）

へ
の
謝
礼
金
の
支
払
い
に
つ
い
て

一
覧
表
に
謝
礼
金
の
支
出
事
案
の
あ
る
方
に
お
尋
ね
し
ま
す
。

１
に
よ
り
受
け
取
っ
た
現
金
の
う
ち
謝
礼
金
は
、
一
覧
表
に
記
載

の
と
お
り
協
力
者
等
に
支
払
い
ま
し
た
か
。

※
回
答
が
イ
の
場
合
、
回
答
書
「
２
」
欄
の
該
当
箇
所
に
○
印
を
付

け
、
実
際
に
支
払
っ
た
額
を
備
考
欄
に
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

ア
全
て
支
払
っ
て
い
る
。

イ
一
部
だ
け
支
払
っ
て
い
る
。

ウ
全
て
支
払
っ
て
い
な
い
。

エ
憶
え
て
い
な
い
。

３
２
に
つ
い
て
イ
又
は
ウ
と
回
答
さ
れ
た
方
に
お
尋
ね
し
ま
す
。

支
払
わ
な
か
っ
た
現
金
は
ど
う
し
ま
し
た
か
。

現
金
の
使
途
を
記
載
し
て
下
さ
い
。

� �
� �

４
協
力
者
等
へ
の
謝
礼
物
品
の
交
付
に
つ
い
て

一
覧
表
に
謝
礼
物
品
の
交
付
事
案
の
あ
る
方
に
お
尋
ね
し
ま
す
。

一
覧
表
に
記
載
さ
れ
て
い
る
と
お
り
、
１
に
よ
り
受
け
取
っ
た
現

金
に
よ
り
物
品
を
購
入
し
、
協
力
者
等
に
交
付
し
ま
し
た
か
。

※
回
答
が
イ
又
は
ウ
の
場
合
、
回
答
書
「
４
」
欄
の
該
当
箇
所
に
○

印
を
付
け
、
実
際
に
購
入
し
た
物
品
が
異
な
る
場
合
は
そ
の
品
名
及

び
金
額
を
、
交
付
内
容
が
異
な
る
場
合
は
そ
の
内
容
を
備
考
欄
に
記

載
し
て
下
さ
い
。

ア
記
載
の
と
お
り
購
入
し
全
て
交
付
し

た
。

イ
記
載
の
と
お
り
購
入
し
た
が
一
部
又

は
そ
の
全
て
を
交
付
し
な
か
っ
た
。

ウ
記
載
の
と
お
り
の
購
入
を
し
て
い
な

い
。

エ
憶
え
て
い
な
い
。

５
４
に
つ
い
て
イ
又
は
ウ
と
回
答
さ
れ
た
方
に
お
尋
ね
し
ま
す
。

購
入
に
使
用
し
な
か
っ
た
現
金
又
は
交
付
し
な
か
っ
た
物
品
は
ど

う
し
ま
し
た
か
。

現
金
又
は
物
品
の
使
途
を
記
載
し
て
下

さ
い
。

� �
� �

６
協
力
者
等
と
の
飲
食
行
為
に
つ
い
て

一
覧
表
に
協
力
者
等
と
の
飲
食
行
為
事
案
の
あ
る
方
に
お
尋
ね
し

ま
す
。

一
覧
表
に
記
載
さ
れ
て
い
る
と
お
り
、
１
に
よ
り
受
け
取
っ
た
現

金
に
よ
り
、
協
力
者
等
と
飲
食
行
為
を
し
ま
し
た
か
。

※
回
答
が
イ
の
場
合
、
回
答
書
「
６
」
欄
の
該
当
箇
所
に
○
印
を
付

け
、
記
載
内
容
と
異
な
る
理
由
を
備
考
欄
に
記
載
し
て
下
さ
い
。

ア
記
載
の
と
お
り
協
力
者
等
と
飲
食
行

為
を
し
支
払
っ
た
。

イ
一
部
又
は
そ
の
全
て
に
つ
い
て
記
載

の
と
お
り
で
は
な
い
。

ウ
憶
え
て
い
な
い
。

７
２
、
４
及
び
６
以
外
の
そ
の
他
の
行
為
に
係
る
捜
査
報
償
費
の
執

行
に
つ
い
て

一
覧
表
に
２
、
４
、
６
以
外
の
そ
の
他
の
行
為
に
係
る
事
案
の
あ

る
方
に
お
尋
ね
し
ま
す
。

一
覧
表
に
記
載
さ
れ
て
い
る
内
容
は
、
全
て
事
実
に
相
違
あ
り
ま

せ
ん
か
。

※
回
答
が
イ
又
は
ウ
の
場
合
、回
答
書
「
７
」
欄
の
該
当
箇
所
に
○
印

を
付
け
、
記
載
内
容
と
異
な
る
理
由
を
備
考
欄
に
記
載
し
て
下
さ
い
。

ア
全
て
事
実
で
あ
る
。

イ
一
部
事
実
で
な
い
も
の
が
あ
る
。

ウ
全
て
事
実
で
は
な
い
。

エ
憶
え
て
い
な
い
。

３０


